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月 日 場 所 内 容

5月15日 飯南町役場 県民局長と飯南町長の市町村合併に関する意見交換

18 県松阪庁舎 管内市町村総務課長に対する合併特例法の説明会

19 勢和村役場 県民局長 と勢和村長との市町村合併に関する意見交換

〃 多気町役場 県民局長と多気町長の市町村合併に関する意見交換

22 大台町役場 県民局長と大台町長との市町村合併に関する意見交換

〃 松阪市役所 県民局長と松阪市長との市町村合併に関する意見交換

ク 宮川村役場 県民局長と宮川村長との市町村合併に関する意見交換

23 明和町役場 県民局長と明和町長との市町村合併に関する意見交換

〃 飯南町役場 県民局長と飯南町長 との市町村合併に関する意見交換

26 県松阪庁舎 県民局講演会

副知事 「市町村合併について」

森田朗東京大学大学院教授

「これからの地方自治と市町村合併」

管内市町村長、森田教授、副知事、県民局長のディスカ

ッション

テーマ 「市町村合併について」

31 議員宅 県民局長から大平県議への合併パターンについての説明

しか し、 この ような県民局の努力 も、い まの ところ、あ ま り功 を奏 して

い ない ようである。 これ には、小林多気町長の発言 にみる ように、現状で

うま くいってい るのに、何故 に変 える必要があるのか とい う市町村 の意識

を意味 している といえるであろ う。 また、昭和30年 代 の 合併 に よって 、そ

れ まで の村 の中心部 であ った所、 た とえば役場があった ところな どが中心

部 でな くな り、す っか り寂れて しまった とい うような苦い経験が影響 して

いる ことも確 かであ ろう。市町村合併 は、少な くとも三重県 の松阪地区や

伊勢志摩地 区に関 しては、実現性 に乏 しい ようであ る。
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きとしてい るところがあ り、そ うい うところはこの まま残 っていたい とい

う気でい る。宮 川村で も、学校 を改修 して、老人の グループホーム とい う

ような、他 で流行 っていない高齢化対策 をや っている。そ うい う風 なこと

をやれる とい う形に、今 の行政 システムはな っている。国が、交付税 は、

もう10年 先 には ない です よ と言 うな らば、そ うはいかない と思 うんですが、

そ うい うこともなさそ うだ し … 、そ うい う一番 の もとの考 え方が はっ

きりしない中で議論 しておって も、私は きちっと した結論 は出 しに くい と

,思う」3U。

松阪地区を管轄 している県の機関は松阪県民局である。 この ような県民

局は、三重県を7地 区に分割 し、それぞれの地区の実情に応 じた形で総合

的な行政 を展開するために設置 されている。独立性が非常に高 く、県民局

が互いに施策を競い合っているようにみえるが、そのなかで も松阪県民局

は積極的にさまざまな施策を展開 しているようである。例 えば、松阪地区

のどの地域でどのような要望があるか、そこでの行政の実態はどうかとい

うような住民意識調査 ・行政実態調査を行い、それを詳細な地図に落とし

て、ひとめで各地域 ごとの"問 題点"お よび"行 政課題"が わかるという

ような調査 も実施 している。この種の調査は本来的には市町村の任務の よ

うにも思われるが、県民局が率先垂範 し、管轄区域の市町村の意識改革を

しようとしているようで もある。

こうした松阪県民局であるため、市町村合併 についても、管轄区域の市

町村に、その意義及び目的などを詳細に説明 している。たとえば、2000年

5月 後半の県民局の行動をみると… 。
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るわ けで あ る。現 在 の 中野 町長 は年齢 が若 く、町役場 の企 画課長時代 に当

時 の町長 と張 り合 って選挙 に出馬 し、町長 に当選 した とい う人物であ る。

したが って、町の運営 に関 して熱意があ り、新 しい試 み を数多 く実践 しつ

つある。 こう した町長が 、これ までの松阪市 の旧態依然 たる姿勢 に不信 の

念 を持つのは当然 ともい えるが、その一方では、今 のままで腕 を振 るいた

い とい う側面 も強いので はないか と思 われ る。地方交付 税や過疎債 、ある

いは国庫支出金(補 助 金)が 今 の まま続 くとい うの であ れ ば、飯南町の場

合 も強いて合併 に踏み こむ必要 はない。

こうした姿勢 を明確 に しているのが、②③ の合併 パ ター ンの配 されてい

る宮川村 であ る。この村 は1960年 代 の頃 は7000人 近 い 人口 を擁 してい たが 、

年 々、人口は減 り続 け、現在 は4000人 ち ょっ との村 とな って い る。 しか し、

村 にはそれ な りの活気 がある。宮 川村独 自の施策 もい くつか展開 し、村民

は じめ外部の 人々に も好評 である。そのため、村長 は じめ職員が村の運営

に自信 を抱いている。財政状況 も現状 では悪 くはない。 もちろん、財源 の

多 くは国 ・県 か らの助成金(地 方交 付 税 や補助 金)で あ る。言 い換 えれ ば、

現 在 の 日本 の財政危機か らい えば、宮川村 の財政 は、少 な くとも客観的 に

は、基盤 が非常 に脆弱 な財政 といえる。 しか し、今の ところ多 くの財源が

国 ・県か ら交付 されているこ とは事実であ り、その財源 の交付が 中止 され

ることに もな ってい ない。 したが って、宮 川村 には現在 の村の運営 に関 し

て危機意識 は全 くな く、その結果 、合併 とい う意識 も全 くもっていない。

もっ とも、村長個 人は、今後 の村の運営 に関 して、更 に創意工夫 を重ねな

けれ ばな らず、財政基盤の強化 も考 えているようであるが、職員側 にはそ

の意識はほ とん どない ようである。この ような宮川村が置かれてい る状況、

す なわち合併 を考 えに くい状 況については、宮川村 と同 じく①③ の合併パ

ター ンに属す る多気 町の小林英一町長が、三重県町村 会副会長の立場でで

はあるが、次の ように述べている。

「現状 は、三重県で も、人口2000人 ほ どの村 で も、今 は とって も生 き生

〔21〕130



市町村合併に対する自治体の動向

〔松 阪地区の動向〕

松 阪地区の場合は、「『市町村合併 の推進 についての要綱』 の策定 に関す

る委員会」 が提案 した合併パ ター ンは次の3種 類 で あ った。

① 松 阪 地 区(広 域 市 町村 圏)

松 阪市 を 中心 とす る7市 町村 の合併 パ ター ン。 人 口 は182 ,725人 。

② 紀 勢 地 区(広 域市 町村 圏)

大台 町 、宮 川村 な ど5町 村 。 人口 は23,679人 。

③ 松 阪 ・紀 勢 地 区

松 阪 市 、飯 南 町、宮川村 な ど9市 町村 。 人 口194,483人 。

この地区の核である松阪市は、昔から中心都市 としてそれなりの反映を

してきたためか、典型的な旧来型の自治体のようである。すなわち、松阪

市の幹部職員の多 くは日常業務 をこれまで通 りにこなしていけばよいと考

えている自治体であるという印象が強かった。業務遂行の仕方 も、法律や

規則に従って、あるいは、慣例 もしくは先例にしたがって処理す るという

ことであった。また、 日本の財政危機が松阪市 もしくは松阪地区にどうい

う影響 を与えるのか等々に関 して、あまり問題意識はもっておらず、地区

全体の中心都市 として周辺町村を導いていくという気迫に欠けているよう

でもあった。 したがって、周辺地区との合併 ということも、ほとんど考え

ていなかった。とはいうものの、2000年 春に何十年ぶ りかで市長が替わ り、

しか も新市長が元国会議i員であ り、新 しい自治体経営で評判になっている

北川三重県知事 と国会時代 に同 じ政党に属する人物であったということか

らいえば、松阪市はこれから大変貌を遂げていくはずである。

一方、①③の合併パターンに属する飯南町の場合、中野孝是町長は合併

に積極的であった。 しか し、地区の中心都市である松阪市についてはあま

り信頼 していない。その結果、三重県の 「『市町村合併の推進 についての

要綱』の策定に」関する委員会」が策定 した合併パターンとは異 なる合併

を志向 している。松阪市か ら離れた飯南町周辺市町村 との合併 を考えてい
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が 、この委 員会 が市 町村 合併 のパ ター ン(仮 案)を2000年5月 に発 表 した。

それによる と、伊勢 地区の場合 は5種 類 の合併 パ ター ンが 想定 され ている。

① 伊勢志摩地 区(広 域 市 町村 圏)

伊 勢 市 、 鳥 羽 市 を含 む14市 町村 の 合 併 パ タ ー ンで あ り、 人 口総計

270,308人 の地 区 の合併 であ る。

② 伊勢 ・度 会地 区(広 域 市 町村 圏 を分割)

伊 勢市 を中心 とす る8市 町村 の合併 出 、人 口 は180,467人 。

③ 鳥羽 ・志 摩 地 区(広 域 市 町 村 圏 を分割)

鳥羽市 、浜 島町 な ど6市 町 の 合併 構想 で、 人 口 は89,941人 。

④ 志 摩 地 区(郡 区域)

浜 島 町 な ど5町 の合併 構1想で、1997年 に青 年 会議 所 か ら合 併 の要 請

が あ った区域 と合致す る。人口は63,35人 。

⑤ 伊 勢 ・度 会地 区(郡 市 区域)

前 述 の② の 区域 に小 山 内村 、紀 勢町 を加 えた区域 。人口192,388人 。

今 回調 査 した伊 勢 市 は この 中 の①②⑤ のパ ター ンに含 まれ、いずれの場

合 も中心 になる市 であるが、少 な くとも職員幹部 は合併 のこ とを全 く考 え

ていなか った。 また、①③④ のパ ター ンに含 まれ ている阿児町の場 合は、

い まの ところ町財政は悪 くはな く、何 の不便 も感 じていないので、合併 の

必 要性 を感 じていない とい うのが、森本隆治町長の説明であった。議会 も

以前 に合併 を阻止 した こともあって、合併の気運 は全 くなかった。町民 に

もその気運 はない との こ とである。一方、①②⑤ のパ ター ンに含 まれる小

俣町の場合 は、少な くとも町長 は、合併 の必要性 を認めている ものの、今

はまだその段 階ではない との考 えであった。

伊勢市 に設置 されている三重県の出先機 関(南 勢 志 摩 県民 局)は 、 これ

らのパ ター ンのいず れ か に よって合併 を進 め ようと市町村 に働 きかけてい

るが 、伊勢市 を初め として、市町村 は合併 の気持 ちをほ とん ど持 っていな

い との ことであ る。
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拡大 にな り、国や県 と対等 の立場 に立 つ ことになる。財政力 を高める点か

らも,"伊 賀 市"誕 生 に期待 す る」27。

しか し、 上 述 の読 売 新 聞 の議 員 調査 をみて も、"伊 賀 市"構 想 に反 対 す

る議 員 の なか に も、"伊 賀 市"が 実現 す る可 能性 が あ る とみ て い る ものが

多 く・77%の 議 員 が 「実 現 す る」 も し くは 「実現 可能」 と答 えて いた・・。

"伊 賀 市 を考 え る議 員 の会"の 発 足 後
、 地 方 選 挙 が あ り、 か な りの議 員が

入れ替わ ったが、その多 くは"考 え る会"に 参 加 して い る。1999年8月11

日に開 か れ た"考 える会"の 総 会 が 開か れ たが 、 この 時 の"考 え る会"の

加 入者 は7市 町 村102人 の 議 員 の う ち92人 で あ っ た 。 こ の総 会 で 、 再 度 、

会長 に選 ばれた葛原議 員は 「首長、県議 と力 を合わせ 、市民 と一緒 に合併

を考 えてい きたい」 と強調。 列席 した松原 ・青山町長(伊 賀 町 村 長 会 長)

も 「伊 賀7市 町 村 長 が6月7日 、伊 賀 町 で集 ま り,"伊 賀 市"の 実 現 に向

けて足 並 み をそ ろえ て い くこ とで合意 した」 と合併 に賛意 を表明 し、三重

県伊賀県民局の権蛇英明局長 も 「ぜ ひ"伊 賀 市"を 実 現 して欲 しい」 と挨

拶 して い た19。 ゴー ル は は る か彼 方 で あ るが 、 とに もか くに も、7市 町 村

が合併 に向 けて進 み は じめ たわけであ る。

(2)住 民 ・県の働きかけはあるが(伊 勢地区 ・松阪地区)

〔伊勢地区の動向〕

1997年 夏、浜島町、大王町、志摩町、阿児町、磯部町の合併 を求める運

動がこの地区の青年会議所によって展開 された。青年会議所の運動は合併

協議会を設置 しようというものであったが、これは議会の反発により実現

しなかった。その後、住民(青 年会議所)に よる運動の再開はないようで

ある。

総務省(自 治省)の 合併の要請 を受けて、三重県は1999年11月 に 「『市

町村の合併の推進についての要綱』の策定に関する委員会」 を発足 させた
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全 員 が 合併 賛 成 で あ り、伊 賀 町 の場合 は70%、 上 野市 の場 合 は57%が 賛成

で あ っ た。

反対 議 員 が掲 げ て い る理由 としては、「住民 の合併 の気運が まだ盛 り上が

ってい ない」、次 いで 「きめ細 かい行 政サ ー ビスが提供で きな くなる」 と

い うものが多か った。 こうした状況 を反映 してい るためか、首長の間 には

合併 に否定 的な見解 を持つ もの もいる とい う24。た とえば 、 今 岡 睦之 ・上

野 市 長 は次の ように発言 していた。

「いったん広域連合 を形成 し、合併す る時期 を設定 して準備す るのが妥

当。一気 に合併 とい うの は難 しいので は … 」25。

また、富永英輔 ・名張市長は、三重県市長会会長 としての立場でではあ

るが、三重県の 「市町村合併の推進についての要綱の策定に関する委員会」

で次のような趣 旨の発言 をしている。

「島 ヶ原村 にはやぶ っちゃラ ン ドとい う大 きな公園がで きてい る し、大

山田村 には約30億 円の 温 泉施 設 が で きて い る。 これはなぜ で きたか といえ

ば、広域市町村圏の拠点施設 に位置づけ、 自治省か ら手厚い支援が得 られ

たか らで、 もし、広域市町村 圏がひ とつの市であ ったな らば、で きなか っ

た と思 う。こうい う行政 システム上の問題 もあ って、現行制度の ままな ら、

広域連携 でいけばいい じゃないか とい うのは実感 だ と思 う」26。

一方、青山町の松原美省町長は、1998年 の段階で、「住民 自治が保障 さ

れ、伊賀全体の住民に連帯の気持ちが醸成 される」 という条件付 きではあ

るが、次のように、地方 自治充実の立場から伊賀地区の市町村合併 に賛同

していた。

「中央集権は制度疲労で限界にきた。地方分権は地方の自治権の回復 ・
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るが、全国の動向 からいえば、 これは非常 に稀 なケースであ る。合併後 に

待 ち受 けている最初 の現象 は議員減 であ るだけに、一般 に、議員 は合併 に

消極 的 なこ とが多い。 それ どころか、合併 の動 きが住民 か ら出て きて も、

それを阻止 する行動 を とりがちであ る。た とえば、住民が有権者 の50分 の

1以 上 の署 名 を集 め 、市 町村 長 に合併協議 会の設置 を求め る ・・住民発議・

の制度 があるが、合併協議会の設置 には議会の議決が必要であ り
、住民 の

発議が あって も、議 会に よって否決 され るとい うのが普通 であ る。 このた

め、地方制度調査会 は、市町村合併 には"住 民投 票"を 導 入すべ き とい う

答 申 を2000年 に 出 してい るほ どで あ る。 そ して、 この答 申を受 け、合併協

議会の設置 を議会が拒否 した場合 で も、有権者の10分 の1の 署 名 が あ れ ば

住 民 投 票 を実 施 しなければならず 、住民投 票で過半数の賛成があれば、合

併協議会 を設置 しなけれ ばな らない とい う法案(合 併 特 例 法 改 正法 案)が 、

現 在 、総 務 省 で 立案 され て いる21。

こ う した状 況 の も とで の 、議 員 による合併推進 の動 きは非常 に不思議 で

あ るが・少 な くともこの背景の ひとつ には、首都機能の移転があ る とい っ

て よい。現在、伊賀地区(『 三重 ・畿 央 地 区 』)が 首都 機 能 移 転 の候 補 地 の

ひ とつ になってお り、"伊 賀市"に なれ ば 、 この 首都 機 能 の 移 転 に有利 に

働 くのではないか、 と考 えてい るわけであ る22。 しか し、 首都 機 能 の 移転

は実 際 に はほ とん ど期待 されていない こと もあ って、"伊 賀市 を考 え る議

員 の 会"に 参 加 して い る議 員 も、必 ず しも合併 に積極 的 とい うわけではな

い。 た とえば1999年 は じめ に読 売 新 聞 の伊 賀 上野 支 局が伊賀地区の全議i員

を対 象 に意識 調 査 を して い るが23、 そ れ をみ る と、"伊 賀市 を考 え る議 員 の

会"に 回答 者 の94%が 参 加 して い る に もかか わ らず 、 回答者の議員 で合併

に賛成 と答 えてい る議員 は48%に 過 ぎなか っ た。 一 方 、明確 に反対 してい

る議 員 は22%、 「どち らで もない」 は30%も あ っ た。 と くに名 張 市 と島 ヶ

原 村 の議員 には賛成者が少 なかった。名張市 の場合、合併賛成議員の30%

に対 して・ 反対 議i員 も30%で あ り、 また 島 ヶ原村 の場 合 は賛 成22%に 対 し

て 、33%の 議 員 が 反対 の表 明 を して い た。 これ に対 して、青山町の場合 は
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して い る。

「議員 も首長 も減 り、職員の削減 に もつ ながる。 … 議員 も職員 も現

在の3分 の1に な って ス リム化 が 図 れ る。 このほか、例 えば消防組合が ひ

とつ になるこ とで、(現 在 の市 町村 の)境 界部 分 で起 きた災 害 に管 轄 区 域

を もつ ことな く、迅速 な対応 が可能 になる。 と くに救急業務 にメリッ トが

大 きい」19。

「市 民 との対 話 集 会 な どで 『(合併 す る と)住 民 の声 が 届 きに くくなる』

とか 、 『役所が遠 くなる』 とい う意見が出 る。 しか し、(住 民 のみ な さん に

は)『 み な さん の税 金 が有 効 に使 わ れ るため に頑張 っているんだ』 とい う

ことを認識 して欲 しい」20。

伊 賀 地 区 で は、 この よ うに議 員 が先頭 に立 って合併 を進め ようとしてい
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区には、現在 、上野市 と名張市 を中心 に、伊賀町、島 ヶ原村 、阿 山町、大

山田村 、青 山町の7市 町 村 が あ るが、1998年 には い る と、 これ らの 地 区 の

議 員 の間か ら、伊賀地区の合併 をはか ろうではないか とい う動 きが急激 に

高 まってきた。

「社会要求 ・住民 ニーズに応 えるには、現状 の如 く7市 町村 が個 々 に対

応 して い く姿 で は限界があ ります。広域行政連合 において も有効打 を期 し

が た く、7市 町村 の 合併 に よる"伊 賀 市"に お い て初 め て効 を なす 」17と

い うの が 、 これ らの議 員 の意 識 であった。

1998年2月10日 、7市 町 村 の議 会 の 正 副 議 長 が 集 ま り,「 党 派 を超 え 、

一切 の私 情 を抜 い て」
、「伊 賀地域 を咲かす行政機構 を模索 しようではない

か」78とい う合 意 を形 成 。 そ して 、7市 町村 の議 長 が 呼 びか け 人 とな り
、

1998年5月 、上 野 市 にあ る三 重 県庁 の上 野庁 舎に、7市 町村 の議 員 が集 合

した。"伊 賀 市 を考 え る議 員 の 会"の 発足 で あ っ た。 この 日に集 まった議

員は71人 で あ ったが 、議 員 の 会 に名前 を連 ねた議員は95人(7市 町村 の 当

時 の議 員総 数 の91%)で あ っ た。

構 想 通 りの"伊 賀 市"が 実 現 す れ ば 、 人 口 は184,831人(2000年 国勢 調

査)、 三 重 県 内 で は 四 日市 市(291,106人)、 鈴 鹿 市(186 ,138人 〉 に次 い で

3番 目の 都 市 とい うこ とに な る。 必然的 に財政規模 は大 き くな り、一方 、

職 員数 は削減で きる。伊 賀地 区7市 町村 の 現 在 の職 員 数 は全部 で2000人 を

優 に越 して い る とい う。 これが合併 して、同規模 の鈴鹿 市と同程度の職員

数 になる と仮定 した場合 には、500～700人 の職 員 が不 要 とな る計 算 で あ る。

また、2000年 現 在 、伊 賀 の7市 町 村 に は102人 の議 員 が い るが 、 この定 数

も・"伊 賀 市"に な る と、30数 人 に削 減 され る はず で あ る。 もちろん市町

村長 の数 も減 る。 これ らの こ とか らい えば、少 な くとも財政的 には、"伊

賀 市"の 実 現 は非 常 に効 果 が あ る とい わなければ な らない。"伊 賀 市 を考

え る議 員 の会"の 会長(葛 原 香積 ・上 野 市議)も この 点 を次 の よ うに強調
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本 末 転倒 だ と考 え ます 。 国 に よって権限や財源が制約 されてい るなかで、

自立が困難 だか らといって、合併促進 を説 くのはおか しいのではないで し

ょうカ・」'6。

そ して 、 「規 模 や 人 口 が大 き くなればな るほ ど,住 民1人 一 人の 意 見 や

意 志 の 反映 が 難 し くなる」 と し、合併 よ りも.,「地 域 コ ミュ ニ テ ィの確 立 、

市 町 村 自体 の権限の強化」 さ らに、市町村 の 「税財源の確立」 のほ うが重

要であ るとい う主張 を展 開 していた。

しか し、この ような合併批判の意見 はご く少数 であ り、国会で表明 され

る意見 のほ とんどは、分権の受 け皿 として、また、財政危機 を克服す るた

め に も、市町村合併が必要 とい うものであ った。

財政危機 を市町村合併 によって改善 しようとい う姿勢 は安易す ぎるとい

うべ きであるが、 しか し、中央 に依存 しす ぎる市町村があ ま りに も多 い と

い う実態か らいえば、市 町村合併 によって"新 しい 自治体"を 創 ろ う とい

う総務 省(自 治省)の 姿勢 に も無 理 か らぬ とこ ろが ある とい うべ きであろ

う。 また、 これ まで述べて きた1980年 代 以後 の審議 会 の答 申や 国会 の 審議

の趨勢か らみ て も、総務省(自 治 省)の 市 町村 合併 を大 々的 に進 め よ うと

い う姿勢はひとつの立場 とい うべ きである。

皿、自治体の動向一三重県の 自治体 を事例 に一

(1>"伊 賀市"を 目指 して

よそ 者 に とって は,"忍 者"が い た地 域 とい う こ とで名 前 を知 ってい る

地区であるが、 この地区は、伊賀盆地 を形成 している地区である。京都府

と奈良県 それ に滋 賀県 に接 し、伊賀地区 を流れ る河川 も、他 の三重県の河

川 とは違い、大阪の淀 川に注いでいる。住民 の意識 も昔 か ら関西 に親 しみ

をもち、三重県 の他の地区 とはかな り異 なるとの ことである。 この伊賀地
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な っ て い る」14。

財務省の現 時点 での統計 をみる と、国 ・地 方の長期債務残高 は平 成12年

度(2000年 度)末 に642兆 円 に達 して しまった。GDPの128 .7%に 相 当す る

額 で あ る。財 政 危 機 が ます ます悪化 しているわけであ り、抜 本的な改善策

を採用 しない限 り、返済不 能な借金 になって しまった といえる数字であ る。

一方
・現在の多 くの 自治体 は、ほ とん どとい って よいが、地方交付税や国

庫 支出金 に依存 した形で運営 され ている。 自治体 の借金 である地方債 も、

実 質的 には、国 に後始末 を して もらっている ことが多い。 こうした状況 か

らいえば、 自治体の 自立、 と りわけ規模 の小 さな市 町村の 自立が重視 され

るのは当然 ともいえる。

事実、財政危機 とい う観点か らの市町村合併論 は、国会の論議 において

も展 開 されるこ とが多 かった。た とえば、1998年11月 の衆 議 院予 算 委 員 会

で 当時 の 自治大 臣が民主党議員の質問 に対 して次の ように答 えていた。

「国 ・地方 を通 じて、 ご承知 の通 り財政が大変厳 しい状況 にある。 そ う

い う中で、 どうや って国 ・地方 を通 ずる行政の簡素効率化 を図 ってい くか

とい う視点 、 この視 点 もまた大事 な視点であ ります。そ うい う中で、市町

村合併 とい うこ とは … 私 は非常 に大事 なテーマであ ると理解 してお り

ます」15。

もっ と も、 国会 議 員 の な か には、財 政危機 と市町村合併 を結 びつけるこ

とに対 して、 また、地方分権の受け皿 と して規模 の拡大(=合 併)が 必 要

で あ る とい う論 法 に対 して批判する主張 もあ った。例 えば、社会民主党 ・

市民連 合の議員 は次 の ように主張 していた。

「私は地方行政経費を安 くあげるため とか、規模が大 きくないと分権の

受け皿にならない とかい う理由で、市町村合併を推進するということは、
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の展 開 が も とめ られ てい る。 こ う した要請 に応 えるためには、市 町村が財

政基盤の強化、人材育成 ・確保 の体制整備 、行政の効率化 を図 ることが重

要であ り、市町村合併 によ り対応 する ことは有効 な方策 である。当調査 会

としては、 自主的 な市 町村 の合併 を更 に一層推進す ることが必要である と

考える」13。

1998年8月 、自治省行政局長の私的研究会 として市町村合併研究会が設

置 されたが、この研究会の報告書は、財政危機 と市町村合併の関係をもっ

と明確に表明 した。すなわち、同研究会の報告書は、日常生活圏の拡大、

地方分権の推進、少子 ・高齢化の進展など、市町村行政を取 り巻 く潮流に

ついて説明した後、次のようにいう。

「我が国財政は、平成11年 度末の国 ・地方 を合わせた債務残高は約600

兆円(対GDP比121%)に 達する見込みであるなど極めて厳 しい状況にあ

り、将来世代のことを考えるとき、財政構造改革という大変重い課題 を背

負っている。国の公債残高は平成11年 末には327兆 円に達する見込みであ

り、利払費の増加 による財政の硬直化が進行 している。地方財政において

も平成11年 末 には地方の借入れ残高は176兆 円に達する見通 しである。一

般的に、小規模市町村ほど財政力は脆弱であるが、少子 ・高齢化が進展す

るなかにあっても、基幹的な行政サービスの提供に支障を生 じることのな

いようにしていかなければならない。 ・…(こ のような)市 町村行政

を取 り巻 く大 きな潮流 を踏 まえ、今や、都道府県及び市町村は、自らの地

域の現状及びあるべ き姿について、中長期的な展望を描 く必要に迫られて

いる。 また、将来の展望を現実の ものとしてい くためには、現在の行政態

勢で対応で きるかどうかの検討が不可欠である。 …(こ うした)市 町

村行政を取 り巻 く大 きな潮流 を踏 まえれば、今後とも、市町村が住民の期

待に応 えてい くためには、個 々の市町村の行政改革の努力だけでは足 ら

ず … 市町村合併 による対応は、もはや猶予の許されない緊急の課題 と
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欲のあ る市 町村"に 権 限 を移 譲 で きる か否 か の 実験 を してみ ようとい うも

のであ った。 このため、 これ らの民 間選出の委員 は、 どんなに小 さな町村

で もパ イロ ッ ト自治体 に名乗 りをあげることがで きるようにす るべ きであ

ると考 えていた。 しか し、 こう した発想 が中央省庁の強い反発 を受 けるの

は必然であ った。 中央省庁 は、行政の分野 に"実 験"と い う発想 を持 ち込

む こ と 自体 に も反対 であ ったため、"実 験"の 範 囲 を極 め て 限 定 され た も

の に しようと圧力 を加 え、そ して、実験 に参加 で きるの は規模 の大 きな自

治体 に限 る とい う形で制約 しようとした。 「豊 かな くら し部 会」 には、中

央 省庁 出身の委員が多 く1⑪、事 務 局 は 中央 省 庁 の 官僚 で 占め られていたた

め・結局、パ イロッ ト自治体 の構想 はほ とん ど面 白みのない"実 験 ・ に さ

れ て しまい 、"実 験"に 名 乗 りをあ げ る こ とが で きる市 町村 も 「20万 人 程

度 以 上 」 の 自治 体 とい う こ とにされて しまった1・。 分 権 の担 い手 に なれ る

か ど うか は、人 口規模 で はな く、"市 町 村 の 意 欲"で あ る とい う民 間委 員

の発 想 、す なわ ち市町村 合併論 を否定する発想 は中央 省庁 によって潰 され

て しまったわけであるiz。

(3)財 政再建と市町村合併

1990年 代 の後半になると、 しか し、市町村合併の論拠が微妙に変わって

きた。地方分権の 「受け皿」 を整備するために合併が必要とい う論拠は継

続 して主張 されたが、それに加えて、財政再建のために市町村合併が必要

という点が強調されるようになったのである。こうした主張が展開される

ようになったのは国 ・地方の借金(累 積債務)が 巨額になってきてからで

あるが、最近はとりわけこの点を論拠 として主張するものが多い。たとえ

ば1998年4月 に公表された地方制度調査会の答申は次のようにいう。

「極めて厳 しい財政状況の中で、今後の社会経済情勢の変化に適切かつ

弾力的に対応するため、財政構造の改革 とともに、効率的、効果的な行政
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が あ っ た わけ で あ る。事 実 、 中央 省庁 の官僚 で構成 され た第3次 行 革 審 の

事 務 局 は 、 「豊 か な くら し部 会」 に対 して、当初、次 の ような案 を提 出 し

ていた。

「将来の自立 した地方行政体制の実現に向け、日常生活圏の核 となる市

町村 を中心 として周辺の市町村を含む、地域社会として存立、発展する条

件 と行財政能力を備えた新たな基礎的自治体を全国的に整備することを検

討する必要がある。新 自治体 は、現行の広域市町村圏等からみて、最終的

に300～500程 度になると思われる」9。

しか し、 自治省 は、当時、中核都市 や連合都市 を検討 していたため、市

町村全体 を300～500に 整備 す る とい う構 想 に対 して真 っ向か ら反発 した。

この構想が実現すれば、中核 となる都市 に特別 の権限 を委譲する とい う中

核都市の構想が無意味 になって しまうか らであった。知事会 も、市 町村の

強化 は都道府 県の弱体化 を招 くとして反発。 また、部会の委 員の なか にも

合併論 に否定 的な者が多か ったため、結局 、この構想 は立 ち消 えになって

しまった。 これ に代わ って、「豊 か な くらし部会」で審議 され るようにな

ったのは、"開 放 区"の 考 え方 で あ っ た。 た だ し、 この開放 区 とい う呼称

を問題 にす る委員が何 人かいたため、"パ イ ロ ッ ト自治 体"と い う名称 に

な り、最 後 には"地 方分 権 特例 制 度"と い う訳 の分 か らない 名称 にな って

しまったが … 。

パ イロ ッ ト自治体の構想 は市町村が 分権 の担 い手 にな りうるか否 か を

"実 験"し て み よ う とい う構 想 で あ った
。 しか も、「豊かな くらし部会」 に

民 間か ら選出 された委員の面 々は、 この"実 験"の イニ シア テ ィブ を市 町

村 に取 らせ るとい う点 に執着 していた。 どうい う権限 を行使す るか を市町

村 に選択 させ、それが うま く処理で きるか どうか を試 してみ ようとい うの

が、 これ らの委員の発想であった。言い換 えれ ば、地方分権 をす るため に

は市 町村 の規模 を大 き くす る必要が ある とい う"受 け皿"を 否 定 し、"意
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(2)第3次 行 革 審 の 論 一._「受 け 皿 」 論 の 否 定?一 一

臨時行政調査会が発足 したときは、行政改革は時の政府の最重要課題 と

して位置づけられ、その答申は大 きな着 目を浴びた。 また、行政改革に対

する世論の期待 も非常 に大 きかった。行革審はこの臨時行政調査会が政府

に提出 した答申の実行状況を監視 し、政府を督励する目的をもって設置さ

れたものであった。行革審の会長には、臨時行政調査会の会長であった土

光敏夫氏が就任 し、それだけの重みがあった。 しか し、この行 ・・Seが1987

年 に解散 して第2次 行革審 に引き継がれ、次いで1990年 には第3次 行革審

が発足するというようになると、行政改革は次第にマンネリ化 し、それに

対する世間の期待 も薄らいでいった。第3次 行革審が発足 した時には、も

う行革審は不要ではないかという議論が展開 されたほどであった。 こうし

た状況の下でスター トした第3次 行革審に対 しては、マスコ ミもあまり関

心 を寄せなかった。せいぜいの ところ、当時の問題であったコメの輸入問

題をどのように取 り扱 うか という程度の関心であった。 しか し、市町村合

併 という面では、この第3次 行革審は面白い働 きをした。それまでの臨時

行政調査会 ・行革審が、地方分権推進のためには市町村合併が必要である

という主張、すなわち地方分権の 「受け皿」論 としての合併を主張 してき

たのに対 して、第3次 行革審の民間選出の委員が異なる姿勢、むしろ市町

村合併 を否定する姿勢をとったのである。 この造反劇 ともいえる委員の主

張は、第3次 行革審のなかに1991年2月 に設置 された 「豊かなくらし部会」

のなかで展開された。

この部会の部会長にはその直前 まで熊本県知事であった細川護煕氏が選

任 された。細川氏が選任 されたのは、第3次 行革審の会長 ・鈴木永二氏 に

よれば、「細川氏の地方分権論、とくに全国を300諸 侯に分けるという考え

に同感 して、それを実現 して もらいたかった」ためといわれている8。 部

会長を選任 した段階では、市町村合併を進めることを審議するという前提
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i)行 政基盤が強化 され、総合的一体的な地方行政の展開、行政サービ

スの向上が可能 となる。

11)周 辺町村を含めた良好な地域環境を計画的に整備でき、また、地域

の産業振興等地域の活性化 に貢献する。

iii)小 規模 な町村の合併は、その行財政基盤の強化を通 じて、社会福祉

や保健衛生等住民 に身近な行政事務の市町村への委譲 を勧めやす く

する。

ただし、市町村合併は 「あ くまでも関係市町村及び住民の自主性を基本

とすべ きである」 というのが、行革審の姿勢であった。そのため、合併 に

関する中央政府の役割は、「自主的合併が円滑に行 われるための条件」の

整備 に限定 していた。とはいうものの、市町村の規模の拡大は絶対に必要

であるとい う認識があ り、小規模 な市町村が自主的に自治権を享受すると

いう点に関 しては次の ように非常 に懐疑的であった。

「市町村 の中には、 『地方 の時代』 を具体 的に築 く意欲 を持 って、その

産業、文化等 を見直 し、 自らの生活圏 を活性化す る動 きがあ るが 、その場

合 、市町村が これ らを効果的 に推進す るには、地域 、人材、財政等の面で

一定の基盤 な り規模 を持つ ことが必要になる」7。

これ は、行 革 審 の事 務 局 で もあ った中央省庁 の姿勢、す なわち小規模市

町村 に対 す る不信 の念 を端 的 に表 していた とい って よいであろ う。事実、

その後 、第3次 行 革 審 で地 方 自治 の実 験 を市 町村 に行 わせ る とい う議論 に

なった とき、民間選出の委員が市 町村 の"意 欲"を 重視 した の に対 し、 中

央 省 庁側 の委員は"規 模"を 問 題 に し、小 規模 な市 町 村 は実験 をす る能力

が ない とい う理 由の もとに切 り捨 てて しまったのであった。
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1、 市町村合併論の展開

(1)「 受け皿」論 としての合併論

総務省(自 治省)が 市町村合併 に関 して強調 してきたのは、地方分権 を

実現するためには市町村の規模 をそれな りに大きくしなければならないと

いう点である。このような考え方は、地方分権の 「受け皿」 を整備するた

めの市町村合併論であるというところか ら、一般に 「受け皿」論 といわれ

ているが、こういうr受 け皿」論が展開される端緒 となったのは1981年 に

設置された臨時行政調査会の第3次 答申(基 本答申)で あった。1982年 に

公表されたこの基本答申は 「住民に身近な行政はで きる限 り地域住民に身

近な地方公共団体において処理 されるよう」3にするべ きであるという認識

の もとに、市町村への事務の配分を強調 したが、 しか し、「市町村の人口

規模には、数百人の小規模なものから数百万人の大規模 なものまで大 きな

格差」4があ り、この格差を解消することが重要な課題 となると主張 したの

であった。同答申はいう。

「国 と地方の事務配分において、地方位置が最 も実現 されやすい基礎的

な団体である市町村 にできるだけ事務を配分するためにも、市町村の基盤

の強化を図るとともに、長期的、基本的には、市町村の規模、能力の格差

を解消することが重要な課題である」5。

臨時行政調査会の解散後、行政改革の審議 を継続するために設置 された

臨時行政改革推進審議会(行 革審)に おいては、市町村合併の方向がもっ

と具体的に示されるようになった。たとえば行革審の1986年6月 の答申は

「市町村合併の推進」 を明確に表明 し、 しか も、市町村合併が行われれば、

次のような効果があがると明示 していた・。
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地 区(9市 町 村)そ れ に3地 区 の 県 民 局 で あ っ た 。 そ れ を 明 示 す る

と …

1)伊 賀上 野 地 区(1999年9月5日 ～9月8日)

三 重 県 上 野 県 民 局 、上 野 市 、青 山町、島 ヶ原村 、名張市、名張市、

伊賀地区広域市町村圏事務組合。

2)松 阪 地 区(2000年8月2日 ～8月5日)

三重 県松 阪 県民 局 、松 阪市 、宮 川村、飯南町。

3)南 勢 志摩 地 区(2000年9月6日 ～9月9日 〉

三重 県南 勢 志 摩県 民 局 、伊 勢市 、阿児町、小俣 町。

このほか に、補助調査 と して、和歌 山県議 会、和歌山県地方課、和歌山

県経済研 究所 、和歌山県伊都青年会議所 、静岡県清水青年会議所 、三重県

地域振興部、四 日市市役所 において もヒア リングを行い、 また、2000年3

月28日 ～31日 に は韓 国の慶 畿 道 で ヒア リ ング調査 を行 った。

この研 究会 のメンバ ーは次 の通 りであ る。

橘 川利忠、交告 尚史、郷 田正萬、後藤仁 、竹下譲、橋本 宏子 、村上順 、

山田徹(い ず れ も神奈 川大学 法 学 部教授)。

この調査に関する報告は各自がそれぞれの考えでとりまとめ、法学研究

所に保管 してもらう予定であるが、それぞれ別のところに公表するのは自

由ということにしている。

以下に述べる記述は、この うちの竹下の報告分である。内容は大 きく二

つに分かれている。第一は総務省(自 治省)が 何故 に市町村合併に執着 し

ているか という点の分析であ り、第二は調査 した地区における市町村の合

併 に対する動 きである。この分析結果を章を改めてみていくことにする。
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そろうはずである。

神奈川大学から特別研究費を交付 されるという機会に恵まれたこともあ

って、この研究は、市町村の実態調査をもとにして進めることに した。当

初は、市町村合併の動 きがある地区をで きるだけ広範囲に調査するという

予定であったが、研究会のメンバーが集まるという時間調整がなかなかで

きず、結果的に、特定の地区に実態調査の区域を絞るということになって

しまった。 また、過去に市町村の大合併 を行っているイギリスと、それと

は逆に、市町村の区域がまだ非常に狭域の北欧諸国の調査 もする予定であ

ったが、時間と経費の都合がつかず、実現することはできなかった。 しか

し、それに代わって、 日本と類似する地方制度をもっている韓国で市町村

合併 を含む広域行政が どのように考 えられているのか、実情はどうか、ま

た、韓国では、現在、地方制度の抜本的な改革が行われようとしているが、

その改革内容はどうい うものか、等 々をみるために、韓国に出かけて調査

をした。この報告 も研究会のメンバーが行 う予定である。なお、この韓国

で世話 になった慶畿道の元知事 ・林博士が地方制度調査で来 日した際に、

この研究の一環 として、神奈川大学で 「韓国の地方 自治改革の方向」につ

いて講演 をしてもらい、それを学生に公開 した。

日本国内の実態調査 については、たとえば静岡県の清水市 と静岡市の合

併協議会設置について、また、和歌山県の橋本市 と高野口町を中心とする

合併運動の動 き(青 年会議所の動 き)、 それに対する和歌山県庁の動 き、

県議会議員の考え方などの調査 を私が単独で行 うということもしたが、研

究会全体 としては、三重県内の市町村に対象を絞って調査を行った。この

調査 にあたっては三重県地域振興部および各地区の県民局に全面的に協力

をして もらい、すべての段取 りをつけて もらった。調査は首長や自治体幹

部からのヒアリング調査をするという形で実施 したが、ヒアリングの重点

を置いたのは、現在 どのように自治体を運営 しているか、その運営方法 に

支障があるか否か、市町村合併の動 きがあるか、合併 に対する議会の意向

はどうか、広域行政の実態、等々であった。調査対象 としたのは全部で3
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えて い る市 町村 は 、い まの と ころ、ほ とん どない とい うべ きである。新聞

紙上 には、 ご く稀 に、合併 の動 きがある とい う記事が出ているが、 こうし

た記事 もほ とん どは青 年会議所 などの特定の団体が合併 を提案 した とい う

記事 に過 ぎない。 その提案 をもとに、公式 に合併手続 きに入ってい くとい

う事例 はほ とん ど見当た らず、 また、役所(役 場)や 議 会 で合併 が論 議 さ

れ て い る とい う記事 もほ とん どない。

こう した事 態 にあるに もかかわ らず 、総務省(自 治 省)が これ ほ ど市 町

村 合併 に こ だ わ ってい るの は何 故であ ろ うか。大 きな疑問であ る。 また、

合併 に向 けて検討 を始め てい る市町村 もご くわずかではあ るが存在す る。

これ らの市町村 は なぜ 合併 に積 極 的 になってい るので あろ うか。総 務省

(自 治 省)が 提 示 して い る財 政上 の支 援 とい う甘 い"ア メ"に 魅 惑 され て

い るの か、 そ れ と も別 の理 由が あるのか、 この点 も大 きな疑問 となろ う。

この ような疑問か ら、神奈川大学法学部 自治行政学科 に所属す る数名の教

員で 「市 町村合併研究会」 を設置 し、市 町村の合併 の検討 を試 みるこ とに

した。市 町村合併 に関す る研究 は、すで に、中央省庁や都道府県 に よって

組織 されたい くつかの研究チームによって行 われていたが、 この ような研

究 は、如何 に客観的 に研究 を進 め ようとして も、そのスポ ンサーであ る中

央省庁や都道府県の意向 に添 った研究 にな りが ち とい う欠陥がある。言い

換 えれ ば、市 町村合併 を進め るべ きであ るとい う、いわば"官"の 意 向 を

前 提 と して研 究 を進 めが ちであ る。われわれの研 究会は この ような前提 を

もたず に、か といって、合併す るべ きで はない とい う前提 ももたず に、で

きるだけ客観 的に、いわば"民"の 立 場 か ら研 究 を行 う とい うこ とを目的

とした。その結果 、調査研究 を進 める過程 で、合併 は必要 か否か、中央政

府の姿勢 は妥 当か否か、市 町村の態度 は どうか等 々について意見が紛糾 し

たが、 この調整 ははか らなかった。それぞれが、で きるだけ客観的に実態

を調査す る とい う点 だけを重視 し、その整理の仕方 はそれぞれの考 え方 に

したがって行 うとい うこ とに したわけであ る。 この結果、研究報告 は各 自

がそれぞれの責任 で行 うとい うことになったが、近 い うちに法学研究所 に
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地方自治体には地方分権 を受け入れるだけの能力がなく、地方分権を推進

するためには、 自治体の能力の向上、すなわち合併が必要だというわけで

ある。たとえば、2000年11月 に公表 された自治省の 「市町村合併の推進に

係る今後の取 り組み(自 治省市町村合併推進本部決定)」 にも、この考え

方が次のように端的に表明 されている。

「地方分権が実行の段階を迎え、住民 に身近な総合的な行政サービスを

提供する市町村の役割は、今後 ますます重要なものとなってくる。こうし

たなか、住民の立場に立って、市町村の行政サービスを維持 し、向上 させ

るとともに、行政 としての規模の拡大や効率化を図るという観点から、市

町村合併をより…層積極的に推進することが必要である」2。

総務省(自 治省)は 、現在、こうした認識の もとに、合併市町村に特別

の財政上の援助 をはかるという刺激策 を実施 している。たとえば、10万 人

と10万 人の市町村合併の場合には12億 円程度、5万 人と5万 人の市町村合

併の場合は9億 円程度、1万 人規模の3町 村合併の場合は7億 円程度の支

援金を交付することにした り、合併特例債を認めた りという刺激策がそれ

である。また、都道府県に対 して、市町村合併 を推進する施策 を実施する

ように働 きかけるということもしている。

しか し、実際に合併 した市町村はほとんど見当たらない。最近の事例で

は、東京都の田無市 と保谷市が合併 して2001年1月21日 に西東京市とな り、

埼玉県の浦和市 ・大宮市 ・与野市の合併が間もな く実現する予定があるく

らいである。 もっとも、昨年(2000年)は8地 域(35市 町村)で 合併協議

会が設置 され、 また今年4月 には2地 域(7市 町村)で 合併協議会が設置

されるなど、合併 を検討する地域は、ここ1・2年 、増える傾向にある。

このことから、自治省(総 務省)の 合併推進策が次第に効果 をあげてきた

といえな くもないが、 しかし、全体の市町村数か らいえば、合併協議会を

設置 している市町村の絶対数はまだまだ非常に少ない。合併 を具体的に考
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市町村合併に対する自治体の動向
一市町村合併研究会 ・調査報告一

神奈川大学法学部

竹 下 譲

は じめに

この ところ、市町村合併 の推進 を図ろ う とす る自治省(現 在 は総 務 省)

の 意気 込 み が と りわ け強 くな っ て きた ようである。2000年(平 成12年)12

月22日 の 自治 大 臣 の次 の よ うな発 言 をみて も、その意気込 みのほどが理解

で きよう。

「市 町村合併 の推進 は、 もはや避けて通 ることので きない課題である と

いえる。 ・・… 市町村 合併 は、その帰趨が21世 紀 の わが 国の 地方 自治

の 姿 を 決 して しま うほ どの重 要 な政 策 課 題 で あ る … 。 そ れ だ け

に、 … 広 く国民 のみ なさまの御 理解 と御支援 をお願 い したい と考 えて

いる」'。

自治 省 が この よ うに市 町村 合 併論 を強 く意識す る ようにな った背景 に

は、1990年 代 に活発 にな った 地方 分 権 の動 き、た とえば1993年6月 に衆 参

両 院 で 「地 方 分 権 の推 進 に関する決議」が なされた こと、翌1994年 に第24

次 地 方制 度 調 査 会 が地 方 分 権推 進 の答 申を出 したこと、そ して、それ らを

受 けて、1995年 に地 方分 権 推 進委 員 会 が発 足 し、2000年4月 に地 方 分権 一・

括 法 が 実施 され た こと、等 々がある とい って よいであろ う。現在 の多 くの
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